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I　山口県人事行政の運営の状況

１ 職員の任免及び職員数等の状況

(1)採用・退職等の状況（令和２年度）

 ア 採用

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章
（注）一般行政職等：下記以外の給料表適用者

　　　医療職：医療職給料表適用者

　　　教育職：教育職給料表適用者

　　　警察職：公安職給料表適用者

　　　技能労務職：現業職給料表適用者

　　　（以下、退職、再任用も区分は同様の区分）

 イ 退職

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

 ウ 再任用

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

教育職

警察職

技能労務職

計

122人 86人

462人 112人

1人

2人

735人 158人

117人100人

区分

一般行政職等

医療職

教育職

警察職

技能労務職

計

区分

一般行政職等

医療職

教育職

警察職

技能労務職

計

区分

一般行政職等

再任用（常勤勤務）

170人

更新

大卒程度 短卒程度 高卒程度

再任用（短時間勤務）

36人

更新

621人

24人 1人

2人

521人

41人

医療職

27人

112人

420人 74人 60人 11人

328人

104人 26人

1人

試験
採用選考 計

計定年退職 応募認定等退職 普通退職

108人 34人 9人 129人 459人

129人 21人

417人

4人

173人

1人 1人 2人

その他

124人 15人 32人 2人

14人 852人

565人

76人 11人

34人 9人 17人

739人

417人

150人

168人

4人

保健師
看護師等

警察官

108人
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(2)職員数の状況

 ア 部門別職員数の状況及び主な増減理由（各年度4月1日現在）

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数であり、休職者、派遣者等を含みます。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

 イ 年齢別職員構成の状況（令和3年4月1日現在）

810人

2,723

人 人

3,552人

1,576

0人

560人

コロナ対応による増員

67人

　　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

3,540人 25人

主な増減理由

総務企画

税　　務

民　　生

804人

議　　会

警察部門

34人

571人 11人 デジタル推進体制整備による増員

一般
行政

公営企
業等
会計

24歳 28歳 32歳
～

小　　計

農林水産

衛　　生

労　　働

商　　工

土　　木

20歳

23歳 27歳

事業進捗による減員

7人 児童相談所体制強化による増員

212人 208人

926人 914人 △12人 体制見直しによる減員

140人 134人 △6人 派遣終了による減員

504人 538人

△6人

△4人 派遣終了による減員

職 員 数 対前年
増減数

52歳 56歳

[   20,716人   ］

令和２年度 令和３年度

31人 31人

68人 1人 欠員補充による増員

3,515人

7人

△79人 児童生徒数の減少による減員

32人

人 人 人 人 人

以上

人 人 人 人

39歳 43歳 47歳

人

事業量の増加による増員3,559人

職員数

～

未満

1,519 18,3991,542 1,766 2,101 2,335

55歳 59歳

～ ～ ～

人

874 824

60歳

小　　計 151人 154人

～

35人 3人 事業量の増加による増員

計

36歳 40歳 44歳

3人

合　　計
18,443人 △44人18,399人

～ ～

[  20,579人   ］ [△137人］

51歳31歳 35歳

20歳

区　分

企　　業 119人 119人 0人

教育部門 11,225人 11,146人

48歳

そ の 他

小　　計 14,777人 14,705人 △72人

特別
行政

1,579 1,432

265人 272人

～ ～

128

0%

5%

10%

15%

20%

構成比

5年前の構成比

2



 ウ　職員数の推移

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

150 人 151

△ 75018,292 人

151 人

18,443計

11,225 人

一般行政

154 人7

3,540 人

△ 3

人

18,245 人

(4.8％)

△ 743 人18,624

（各年４月１日現在）

過去５年間
の増減数(率)

△ 149 人 (△4.0％)3,578 人 3,526 人人 3,515

令和3年

3,689 人 3,653 人

平成29年 平成30年 令和2年

18,995

人 3,552

　　　　　　　区　　分

部　門　別

人

人

人

人 3,559

人

18,399 人

平成28年

11,146 人

147

3,562 人 3,559 人 3,573

令和元年

人 人

人 (△5.1％)△ 598

人 3,561 人 人 (△0.1％)警察

普通会計　計

教育 11,744 人 11,656 人 11,494 人 11,386

公営企業等会計

18,868 人 18,645 18,473

人 人

人 人

(△3.9％)人 18,795

人 149

19,142 人 19,017

(△3.9％)
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２ 人事評価の状況

(1)人事評価の状況

 ア 知事部局等

 イ 教育委員会

管　理　職　員

【評価者】
　該当職員の上位級職員

種　別

【評価の内容】
　評価期間中における業務実績等について、評価
基準に照らし評価する。
半期に一度、年2回評価を実施。
　 評価期間：半年（4月～9月、10月～3月）
　 評価基準日：9月1日、2月1日

一　般　職　員

【評価者】
　該当職員の上位級職員

実績評価
Ｓ～Ｄの

5段階評価

一　般　職　員

【目的】
　職務遂行過程を通じて発揮された職員の能力を把握し、的確な評価と指導・助言を行うことによっ
て、中長期的な人材育成や適切な人事配置等に資すること。
【評価の内容】
　「知識・技能」や「企画・立案力」等10項目について、各職位別に定める一定の基準に照らして、
能力の水準を評価する。
〔評価期間：暦年（1月～12月）、 評価基準日：9月1日〕
【評価者】
　該当職員の上位級職員

　職員の意欲・士気の高揚や能力向上を図ることを目的に、職員の昇任・異動等に当たっての参考資料として活用す
るため、「能力評価」と「実績評価」で構成する人事評価制度を導入しています。人事評価の結果は、昇給や勤勉手
当の成績率に反映する他、職員の昇任・異動等に当たっての参考資料として活用しています。

能力評価
Aa～Ccの
9段階評価

実績評価
Ｓ～Ｄの

5段階評価

【目的】
　組織の重要課題を踏まえた目標を設定し、
その達成度等を評価することにより、管理職員
の成果責任の明確化と効果的な組織マネジメ
ントに資すること。

【目的】
　客観的な業務実績や執務態度を評価することによ
り、職員の職務に対する意欲の向上や中長期的な
人材育成等に資すること。

【評価の内容】
　年度当初に目標を設定し、評価期間中に挙
げた実績を、その達成度により評価する。

　　評価期間：年度（4月～3月）
　　評価基準日：2月1日

能力評価
Aa～Ccの
9段階評価

【目的】
　職務遂行過程を通じて発揮された職員の能力を把握し、的確な評価と指導・助言を行うことによっ
て、中長期的な人材育成や適切な人事配置等に資すること。
【評価の内容】
　「知識・技能」や「企画・立案力」等10項目について、各職位別に定める一定の基準に照らして、
能力の水準を評価する。
〔評価期間：暦年（1月～12月）、 評価基準日：9月1日〕
【評価者】
　該当職員の上位級職員

種　別 管　理　職　員

【評価の内容】
　評価期間中における業務実績等について、評価
基準に照らし評価する。
半期に一度、年2回評価を実施。
　 評価期間：半年（4月～9月、10月～3月）
　 評価基準日：9月1日、2月1日

【目的】
　組織の重要課題を踏まえた目標を設定し、
その達成度等を評価することにより、管理職員
の成果責任の明確化と効果的な組織マネジメ
ントに資すること。

【目的】
　客観的な業務実績や執務態度を評価することによ
り、職員の職務に対する意欲の向上や中長期的な
人材育成等に資すること。

【評価の内容】
　年度当初に目標を設定し、評価期間中に挙
げた実績を、その達成度により評価する。

　　評価期間：年度（4月～3月）
　　評価基準日：2月1日
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 ウ 警察本部

■　３つの評価

能力評価

業績評価

総合評価

　職務を遂行するに当たり発揮した能力を評価

　職務を遂行するに当たり挙げた業績を評価

　能力評価及び業績評価の結果に基づき総合的に評価

平成２９年１月１日から新たな人事評価制度を導入し、３つの評価により職員一人一人を評価しています。

5



３ 給与等の状況

(1)総括

 ア 人件費の状況（普通会計決算）

 イ 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

      ２　職員数は、令和２年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員(再任用職員(短時間勤務））の給与費が含まれており、職員

　　　　数には当該職員を含んでいません。

 ウ 給与等の減額措置の状況

（本県独自の取組）

 エ ラスパイレス指数の状況

 (注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

   　 　　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給

   　 　　月額を100として計算した指数。

 

区　　分

給与費 B/A

千円

対　　象　　者

　　　　　（令和３年1月1日）

実 質 収 支

％千円 千円

一人当たり

28.8

人 件 費

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

人 件 費 率

％
２年度

人　

歳 出 額住 民 基 本 台 帳 人 口

元年度の人件費率

23.9

（参考）

　　　　　　Ａ 職員手当

　　　　　　Ａ

千円

17,421,289

千円

　　計　　Ｂ

人 千円

18,292 79,478,297 13,709,324

1,340,484 719,028,382

31,028,623
２年度

　　　　　千円

副知事、公営企業管理者、教育長、常勤の監査委員 給料月額の5％

給　 料

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当

期　　間

6,791

平成26年4月1日～令和4年3月31日

知事 平成26年4月1日～令和4年3月31日

124,216,244

減 額 の 割 合

給料月額の10％

職員数

千円

171,926,358

区　　分

100.9
100.2100.5 100.1100.2 99.899.3 100.0

90

95

100

105

110

115

山口県 都道府県平均

(H31.4.1)(H30.4.1)(H29.4.1) (R2.4.1)(H29.4.1) (H30.4.1) (H31.4.1)(R2.4.1)
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      ※　令和２年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年

   　 　　連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

 オ 給与改定の状況
①月例給

　　　　　　　

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した
　　　平均給与月額です。

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　　　　　

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期
　　　末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

 カ　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　］

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。若年層は据置き、高齢層は

　　　　最大４％程度の引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）

　　　　を実施。　　　

　　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）　国基準（周南市３％）に対し、県内に在勤する職員に対して０．１５％を支給。

（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。給与制度の総合的見直しによるものではなく、平成２７年度の

　　　　　　　人事委員会勧告に基づくものであり、平成２７年４月に遡及して支給。

（参考）

③その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

(2)職員の平均給与月額、初任給等の状況

 ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年4月1日現在）

（ア)一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

364,169 0.00
(  0.05％  )

0.00 0.00
２年度

364,359

0.15%

3%

0.15%

遡及改定後

3% 3% 3% 3% 3% 3%

0% 0% 0.15% 0.15% 0.15%

平成２６年度
の支給割合

平成２７年度の支給割合
平成28年度
の支給割合

平成29年度
の支給割合

平成30年度
の支給割合４月１日時点

令和元年度
の支給割合

B A-B （改定率）
公務員給与民間給与

人事委員会の勧告
給　与　改　定　率

（参考）

43.0 325,827 －

区　　分
人事委員会の勧告

年間支給月数

２年度
月 月 月

区　　分

（参考）
民間の支給 公務員の 較差 勧　告 国　の　年　間
割合　　　　　A 支給月数　　B A-B （改定月数） 支　給　月　数

較差

月 月

山口県の支給割合

月

平均給料月額

A

4.50 △ 0.05

190

平均給与月額

勧　告 国　の　改　定　率

350,510

国

円 円

平均年齢

4.45

山口県 43.5 404,057

円 ％ ％ ％

325,333

407,153

4.45△0.05

令和２年度
の支給割合

3%

0.15%

4.45

区　　分
平均給与月額

（国比較ベース）

国基準による支給割合

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の

支給割合の見直し等に取り組むとされています。
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（イ)技能労務職

歳 人

歳 人 歳

歳 人

       

※「うち○○○」とあるのは、本県の技能労務職のうち、主な職種を記載したものです。

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２９年～３１年の３ヶ年平均）

※用務員については、都道府県別のデータが公表されていないため、全国計のデータを記載している。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年

（ウ)高等（特別支援・専修）学校教育職

歳 円 円

（エ)小・中学校教育職

歳 円 円

（オ)警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な

　　　　どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも　

　　　　のです。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手

　　　　当等を除いたもの）で算出しています。

 イ 職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在）

円 円

円 円

円

円

円

円 円

円 円

(注） 　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、民間

大　学　卒 212,100 211,400

警察職

－ －

（国比較ベース） の類似職種

210,800 －

－

高　校　卒 180,200 173,400

-

山　　　　口　　　　県 国

技能労務職 高　校　卒 141,900 －

平均給与月額

（国比較ベース）

348,405山口県 38.7 426,810

国 41.4 320,029

区　　分

-

高　校　卒 154,900 150,600

区　　　分

一般行政職

大　学　卒 188,700 182,200

400,476

－

区　　分 平均年齢

山口県

対応する民間

民間（D） Ｃ／Ｄ

山口県 47.7

62.3 2 227,800 円 246,700 円 用務員

0.96

区　　分

度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

区　　分

参考

年収ベース（試算値）の比較

公務員（C）

286,947 円 － －

山口県

207.9 千円

246,700 円

（A）

平均年齢

－

228,100 円

参考

平均年齢

62.3

A/B平均給料月額
平均給与月額

-

228,100 円2

平均年齢

321,036

平均給料月額

　　　雇用形態、年齢、業務内容等に違いがあります。　　

うち校務技士等 2,737,200円 2,862.4千円

職員数

公　務　員 民　　間

平均年齢
平均給与月額

227,800 円

平均給料月額

区　　分

381,100 429,329

平均給与月額

－国 50.9 2,201

－

高等学校教育職 大　学　卒

378,869

小・中学校教育職 大　学　卒 210,800

ー山口県

う ち 校 務 技 士等

平均給料月額 平均給与月額

　　　のデータについては、正職員でない労働者が含まれるなど、

－

平均給与月額

1.19

328,603 円

（Ｂ）

55.9

44.0 361,092

平均給与月額
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 ウ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(3)一般行政職の級別職員数等の状況

 ア 一般行政職の級別職員数等の状況（令和3年4月1日現在）

（注）１　山口県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

６　　級 本庁課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

２　　級 係員
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

387 9.4

３　　級 主任

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

区　　　分

構成比

５　　級

420,255

412,855

402,164

－

386,200

389,491

344,652

385,181

８　　級 局長、理事
　　　　　　　　人

1.7

　　　　　　　　％

15 0.4

　　　　　　　　％

765 18.5

　　　　　　　　人

相当困難主査

－

職員数

１　　級 係員
437 10.6

　　　　　　　　％

1,132 27.4

４　　級 主査
　　　　　　　　人

経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

大　学　卒 257,195 361,706 408,148

高等学校教育職 大　学　卒

632 15.3

７　　級 本庁部次長
　　　　　　　　人

小・中学校教育職 大　学　卒

高　校　卒

　　　　　　　　％

本庁部長

427,179

408,435

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

12

225,826

９　　級
0.3

区　　分 標準的な職務内容

一般行政職

437,320

　　　　　　　　％

経 験 年 数 ２ ５ 年

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒 －

315,346

技能労務職

266,110

経 験 年 数 ３ ０ 年

348,137

356,437

304,256

402,350

366,652

69

313,056

262,849

409,539

675 16.4

－

警察職

1級 10.6% 1級 9.7% 1級 8.8%

2級 9.4% 2級 9.1% 2級 9.8%

3級 27.4% 3級 27.8% 3級 26.7%

4級 18.5% 4級 18.9% 4級 19.8%

5級 16.4% 5級 17.0 
5級 14.2%

6級 15.3% 6級 15.3% 6級 18.2%

7級 1.7% 7級 1.5% 7級 1.9%
8級 0.4% 8級 0.4% 8級 0.3%9級 0.3% 9級 0.3% 9級 0.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和３年度の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

%

9



 イ 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和3年4月1日現在）

国10級
山口県（R3）

国家公務員（R3)

（百円）

給

料

月

額

昇 給

令和３年４月１日時点

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級

国３級

国２級

国１級

県１級

県３級

県２級

県５級

県４級

県７級

県６級

県８級

県９級
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 ウ 昇給への人事評価の活用状況

(4)職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円　

（2年度支給割合） （2年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15、25％ ・管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

 ○ 勤勉手当への人事評価の活用状況

 イ 退職手当（令和3年4月1日現在）

勤続２０年 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算) 　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

支給実績が
ある成績率

　　上位、標準、下位の成績率 ○ ○

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

　活用予定時期

(0.90)

21,978

○ ○

支給可能な
成績率

　活用予定時期

イ.　人事評価を活用している

2,787

2.55

　　標準の成績率のみ（一律）

自己都合   応募認定・定年 （支給率）   自己都合   応募認定・定年

24.586875

33.27075

47.709

47.709

24.586875

33.27075

19.6695月分

28.0395月分

39.7575月分

ロ.　人事評価を活用していない

47.709

47.709

19.6695月分

28.0395月分

山　　　　　　　口　　　　　　　県 国

（支給率）

39.7575月分

47.709月分

○

　活用している昇給区分

○

　　標準、下位の成績率

　活用している成績率

○

令和2年度中における運用

　　標準の区分のみ（一律）

ロ.　人事評価を活用していない

1.90 2.55 1.90

山　　　　　　　口　　　　　　　県

(1.45) (1.45) (0.90)

管理職員 一般職員

１人当たり平均支給額（令和2年度）
－

　　上位、標準の成績率

国

　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

　　標準、下位の区分

○

○

令和2年4月2日から令和3年4月1日
までにおける運用

1,724

管理職員 一般職員

○ ○

イ.　人事評価を活用している ○

47.709月分
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 ウ 地域手当（令和3年4月1日現在）　

千円

　　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ ％

（注）　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の

　　 支給率です。  　  

 エ 特殊勤務手当（令和3年4月1日現在）

千円

円

％

種類

千円

平　均　支　給　率

福祉業務手当

手当の種類

34.4

133,956

10

8,986

支給率

20

16

支給実績（令和2年度決算） 164,468

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算）

19 20

大 阪 市 6 16

0 16

10

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和2年度）

10

10

0 10

税務手当

つ く ば 市 16

医 師

844,059

19 16

福 津 市

京 都 市

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算）

(1)日額　300～4,000円

感染症防疫等業務手当

0 10

10

10

(2) 感染症法に基づく質問・調査

(3) 動物の治療、処分、飼育管理

福祉事務所等に勤務する職員

種雄牛馬取扱手当

3

3

0.15

10

0.15 16,666

広 島 市 5

東 京 都 特 別 区

山口県内に在勤する職員

精神保健福祉業務手当

主な支給対象職員

税務課、県税事務所に勤務す
る職員

北 九 州 市 0 3

6

(1) 狂犬病予防法に基づく野犬等の
捕獲等の業務、家畜伝染病発生時
の伝染性疾病に感染した動物の取
扱等の業務等

0.00

16

(1) 精神保健福祉法に基づく調査、
立会、護送、指導、看護等の業務

0

0.3

支給実績（令和2年度決算） 844,059

福祉に関する現業業務

県税の賦課、徴収に関する業務

(1)日額　300円

日額　300円

衛生検査手当

(2)日額　850円

主な支給対象業務
支給実績

（2年度）決算

0.2 －

上 記 以 外 の 市 町 村

周 南 市 1,538 3

16 0

仙 台 市 0 6

岡 山 市 1 3

(2)日額　300円

(3)日額　850円

支給対象地域（職種） 支給対象職員数 国の制度（支給率）

福 岡 市

17

手当の名称

(2) 精神保健及び精神障害者福祉に
関する相談、指導等に関する業務

種雄牛馬の自然交配、精液の採取
等のための種雄牛馬を御する作業

(2) 精神保健福祉センターに
勤務する職員

(1) 右の業務を行った職員

(2) 保健所に勤務する職員

(3) 動物愛護センターに勤務
する獣医師

(1) 保健所の試験検査課勤務
職員

(1) 保健所等に勤務する職員

(2) 保健所に勤務する非専任
のと畜検査員、食鳥検査員

農林総合技術センターに勤務
する職員

(1) 病理細菌検査、環境衛生・食品
衛生等の試験検査

(2) と畜検査、食鳥検査

左記職員に対する支給
単価

日額　650円

日額　650円

(1)日額　300円

(2)日額　300円
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 オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

　　　ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

支給実績（令和元年度決算）

教育職員

職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 412

災害応急作業等手当

(5) 水産事務所等に勤務する
職員

(6) 防災危機管理課に勤務す
る職員

用地交渉手当

支給実績
（2年度）決算

(2) 廃棄物の投棄されている場所に
おいて行う原状回復作業及び廃棄
物の性状調査

(4) 農林総合技術センターに
勤務する職員

(3) 健康福祉部薬務課に勤務
する職員

通信教育を担当する職員以外
の教育職員

小学校､中学校等に勤務する
主任等

警察本部、警察署に勤務する
職員

特殊現場作業手当

主な支給対象職員

道路整備課、土木事務所に勤
務する職員

土木建築部に勤務する職員

(4) 傾斜地等において行う特殊自動
車の運転作業

(5) 漁業取締船に乗船して行う漁業
取締作業

(3) 司法警察員の業務及びけん銃訓
練

(1) 高圧ガス保安法の規定に基づい
て行う完成検査、立入検査等の業務

(1) 総務部消防保安課に勤務
する職員

(2) 保健所等に勤務する職員

(6) 回転翼航機に搭乗して行う作業

土木建築工事等の施行に伴う土地
等の取得、使用、損失の補償のため
の交渉の業務

道路上作業手当

教育業務連絡指導手当

手当の名称

異常な自然現象により重大な災害が
発生した場合に県の管理する河川の
堤防等において行う業務

交通を遮断することなく行う道路の維
持又は修繕の作業

警察作業手当

支給実績（令和2年度決算）

授業１時間につき1,300
円の範囲内

学習報告書　１通　160
円

日額　650円

１時間　120円
（トンネル坑内　130円）

(4)日額　2,700円

(5)日額　900円

２又は３の学年の児童等で編制され
ている学級を担当し、当該学級で行
う授業、指導

教育に関する他の職を兼ね、当該職
に係る授業に従事した時

通信教育の添削指導

教務等についての連絡調整、指導
助言

犯罪の予防・捜査・被疑者の逮捕作
業、交通取締作業、爆発物処理等特
に危険な作業等

(4) 部活動指導業務

(5) 入学試験監督業務

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 389

(1) 非常災害時等の緊急の防災等の
業務

教員特殊業務手当 教育職給料表（一）又は（二）
の１級、２級の者

3,175,630

添削指導手当

2,992,474

公立の小学校又は中学校に
勤務する教育職員

左記職員に対する支給
単価

巡回監視　日額　480円
応急作業　日額　730円

日額　300円

(1)日額　300円

(2)日額　300円

高所等作業手当

右の業務を行った職員

右の業務を行った職員

多学年学級担当手当

兼務手当

(3)日額　1,500円

主な支給対象業務

(1)日額　7,500～8,000
円

(2)日額　5,100円

(3)日額　5,100円

高所、深所、トンネル坑内等での調
査、保守等の作業

(2) 修学旅行等引率指導業務

(3) 対外運動競技等への引率指導業
務

日額　200円

(4)１時間　100～120円

日額　230～20,000円

(5)日額　300円
（常時乗り組む職員
500円）

(6)
 搭乗１時間　1,900円
 降下日額　  　870円

日額　290円
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 カ その他の手当（令和3年4月1日現在）

円

円

円

円

円

【職員が自ら居住する
借家】
(1) 家賃が月額27,000円以
下
→ 家賃の月額から
　16,000円を控除した額
(2) 家賃が月額27,000円超
→ 家賃の月額と27,000円
　との差額の2分の1を
　11,000円に加算した額
（最高支給限度額：28,000
円）

管理職員特別勤務
手当

管理職手当受給職員等が、臨時又は緊急の
必要により週休日等に勤務した場合に支給
＜週休日等＞
　 勤務１回につき4,000～12,000円
　（６時間超勤務：150/100 を乗じた額）
＜週休日等以外の日(午前0時から午前5時)＞
　 勤務１回につき2,000～6,000円

同

円
(2) １箇月当たりの運賃の額が70,000円超
→ 70,000円を超える額の2分の1に70,000円を
加算した額

【自動車等使用（自転車を除く）】
通勤距離が2㎞以上4㎞未満の場合2,000円、
以下距離に応じて加算
（最高支給限度額：通勤距離が98㎞以上の場
合54,500円）

【自動車等使用】
使用距離に応じ
2,000～31,600円

祝日法による休日等又は年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時間として勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の35％増の額

337,547

千円 154,987

586,320

り平均支給年額

円1,670,184 千円

休日勤務手当

【職員が自ら居住する借家】
(1) 家賃が月額23,000円以下
→ 家賃の月額から12,000円を控除した額

同

【配偶者等が居住する借家】
職員が自ら居住する場合の借家に係る手当額
の2分の1に相当する額

同

扶養手当

(1) 配偶者：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

住居手当

異

408,292

308,722

異動によりやむを得ず単身で生活することと
なった職員に対して支給
→ 基礎額30,000円に職員の住居から家族の
住居までの距離に応じて最高70,000円を加算

同

36,422

管理、監督の地位にある職員（本庁部課長、出
先機関の長等）に対して支給
→ 職員の属する級及び管理職手当区分に応
じ33,000～130,000円

1,968,798 253,156

229,460

千円618,225

千円

(3) その他の扶養親族：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

千円

(2) 満22歳年度末までの子：10,000円

内容及び支給単価

444,127

国 の 制
度 と の
異 同

(2) 家賃が月額23,000円超
→ 家賃の月額と23,000円との差額の
2分の1を11,000円に加算した額
（最高支給限度額：27,000円）

円

138,197

千円

国 の 制 度 と
異 な る 内 容

【交通機関利用】
運賃負担額に応じ
支給
最高支給限度額
月額55,000円

2,090,230

異

（令和2年度決算）

同

手　当　名

千円1,126,674

宿日直手当
宿日直勤務をした職員に対し支給
→ 勤務の内容に応じ4,400～7,400円

通勤手当

【交通機関利用】
(1) １箇月当たりの運賃の額が70,000円以下
→ 定期券又は回数券の価額
（最も経済的かつ合理的なもの）

管理職手当

支給職員１人当た

681,181

単身赴任手当 千円

支給実績

（令和2年度決算）

異
手当額
46,300～139,300円
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夜間勤務手当
正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の25％

同

手　当　名 内容及び支給単価 （令和2年度決算）

支給職員１人当た

り平均支給年額

実習を伴う農業等に関する科目を主として担
任する教育職員に対し支給
→ 給料月額の5%
　　（定時制通信教育手当の受給者は3％）

＜獣医師＞
制度なし

1,226,283

産業教育手当

同

定時制通信教育手
当

山間地、離島その他生活不便地に所在する小
中学校等に勤務する学校職員に対し支給
→ 級地に応じ給料等の4～20％

離島その他の生活の著しく不便な地域に勤務
する職員に対し支給
→ 級地に応じ給料等の4～16％

同

初任給調整手当

千円

支給実績

へき地手当

定時制・通信教育に従事する教育職員に対し
支給
→ 給料月額の10%
　　（管理職手当受給者は8％）

義務教育等教員特
別手当

小中学校、高等学校、特別支援学校に勤務す
る教育職員に対し支給
→ 級号給に応じて2,000～8,000円

国 の 制 度 と
異 な る 内 容

医師、歯科医師又は獣医師たる職員で採用困
難なものに対して支給
＜医師又は歯科医師＞
　 採用後35年以内の期間、免許取得からの経
過年数に応じた額
（最高支給額：月額414,800円）
＜獣医師＞
　 採用後１年間は月額30,000円。以降、毎年
3,000円ずつ逓減

農林漁業普及指導
手当

普及事務を行う普及指導員に対し支給
→ 給料月額の6％

特地勤務手当

（令和2年度決算）

国 の 制
度 と の
異 同

（初任給調整手当、

特地勤務手当、夜

間勤務手当、農林

漁業普及指導手当、

へき地手当、義務教

育等教員特別手当、

産業教育手当、定

時制通信教育手当

の合計）
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(5)特別職の報酬等の状況（令和3年4月1日現在）

円 （ 円）

円 （ 円）

円 ( 円）

円 ( 円）

円 ( 円）

月分 （

月分

月分

円

円

　　　(注）１　給料、報酬及び期末手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                          

　　 　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）                                   

 　          勤めた場合における退職手当の見込額です。  

(6)公営企業職員の状況

 ア 工業用水道事業

（ア)職員給与費の状況（決算）
　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含んでいません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含んでいません。

      ２　職員数は、令和３年３月３１日現在の人数です。

（イ)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和3年4月1日現在）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。

3.35

1.65

　　（令和2年度支給割合）

　　　　　　区　　分

円

　　　　千円

議 員 840,000 840,000

人

73 314,156 93,083

副 議 長

千円 千円 ％ ％

職員手当

　　　　　　Ｂ／Ａ

給料月額× 在職月数× 0.40 19,584,000

区　　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ

2年度

元年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　

7,374

給　 料 　　計　　Ｂ

退
職
手
当

　　（算定方式） 　（１期の手当額） 　（支給時期）

　　（令和2年度支給割合）

3.35 月分)

知 事

副 知 事 969,000 1,020,000

円593,283

給

料

議 長 980,000

1,161,000 1,290,000

　質収支

議 長

5,630,663

知 事 　　（令和2年度支給割合）

知 事

871,917

給与費　　  B/A

13.0

める職員給与費比率

任期毎又は通算

総費用に占める

給料月額× 在職月数× 0.50 30,960,000 任期毎又は通算

区　　分

総費用 純損益又は実

副 知 事

980,000

3.35

880,000

給　　　　　　　　料　　　　　　　　月　　　　　　　　額　　　　　　　　等

期
末
手
当

区 分

２年度

副 議 長 880,000

議 員

報

酬

千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

361,554

12.5

期末・勤勉手当

705,493

副 知 事

職員給与費

備　　　　　考

職員給与費比率

平　均　年　齢 基本給 平均月収額

山 口 県 44.0 歳

131,078 538,317
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（ウ)職員の手当の状況

　ａ 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２年度支給割合） （２年度支給割合）

　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15、25％ ・管理職加算 15、25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　ｂ 退職手当（令和3年4月1日現在）

勤続２０年 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算) 　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　山口県（工業用水道事業）の退職手当の1人当たり平均支給額は、過去３年間に退職した職員に支給された

　　　平均額です。

　ｃ 地域手当（令和3年4月1日現在）

千円

　　円

％ 人 ％

　ｄ 特殊勤務手当（令和3年4月1日現在）

千円

％

種類

山 口 県 （ 工 業 用 水 道 事 業 ） 山 口 県

  応募認定・定年

21,978

支給実績（令和2年度決算）

１人当たり平均支給額（令和２年度）

47.709月分

１人当たり平均支給額（令和２年度）

47.709 47.709月分 47.709

手当の名称

利水業務手当

感染症防疫等
業務手当

24.586875 19.6695月分 24.586875

28.0395月分

危険作業手当

用地交渉手当

右の業務を行った職員

自己都合   応募認定・定年 （支給率）   自己都合

1,796 1,724

支給対象職員数

山口県内に在勤する職員 0.15

19.6695月分

- 21,184 2,787

主な支給対象職員

右の業務を行った職員

1,214

支給実績（令和2年度決算）

事故又は災害が発生した現場施設で行う
応急作業等

支給率

33.27075 28.0395月分 33.27075

39.7575月分 47.709 39.7575月分 47.709

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務
支給実績

（2年度）決算

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算）

1.90 2.55 1.90

73

488

6,683

一般行政職の制度（支給率）

0.15

手当の種類

2.55

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 26,398

土木建築工事等の施行に伴う土地等の
取得、使用、損失の補償のための交渉業
務

特別高圧、高圧の活線作業、活線近接
作業、高所作業又は深所作業等の業務

(1.45)

支給対象地域（職種）

4

山 口 県 （ 工 業 用 水 道 事 業 ） 山 口 県

（支給率）

右の業務を行った職員

右の業務を行った職員

(0.90) (1.45) (0.90)

家畜伝染病発生時の伝染性疾病に感染
した動物の取扱等の業務

1,214 千円

１時間　120～130円

   円

日額　650円

日額　300～4,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和2年度） 63.0

日額　480～730円
(日没から日出間は50%加算)
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　ｅ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の

　　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

　　 ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。　　

　ｆ その他の手当（令和3年4月1日現在）  

円

339

【自動車等使用（自転車を除く）】
通勤距離が2㎞以上4㎞未満の場合2,000円、
以下距離に応じて加算
（最高支給限度額：通勤距離が98㎞以上の場
合54,500円）

支給実績

単身赴任手当

異動によりやむを得ず単身で生活することと
なった職員に対して支給
→ 基礎額30,000円に職員の住居から家族の
住居までの距離に応じて最高70,000円を加算

同 －

21,680

支給実績（令和2年度決算） 31,666

職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 495

支給実績（令和元年度決算）

(1) 配偶者：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

扶養手当

（令和2年度決算）

特地勤務手当
離島その他の生活の著しく不便な地域に勤務
する職員に対し支給

同 － －

－

円279,880(2) 満22歳年度末までの子：10,000円

一般行政職
の 制度 と異
な る 内 容

支給職員１人当た

(3) その他の扶養親族：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

手　当　名

通勤手当

【交通機関利用】
(1) １箇月当たりの運賃の額が70,000円以下
→ 定期券又は回数券の価額
（最も経済的かつ合理的なもの）

同 13,710 千円

り平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

千円 742,800

－

276,750

初任給調整手当

千円

（令和2年度決算）

管理職手当

【配偶者等が居住する借家】
職員が自ら居住する場合の借家に係る手当額
の2分の1に相当する額

201,619

千円13,994同

【職員が自ら居住する借家】
(1) 家賃が月額23,000円以下
→ 家賃の月額から12,000円を控除した額

住居手当

同 －

円
(2) １箇月当たりの運賃の額が70,000円超
→ 70,000円を超える額の2分の1に70,000円を
加算した額

＜手当額＞

33,000～
130,000円

7,428

円
(2) 家賃が月額23,000円超
→ 家賃の月額と23,000円との差額の
2分の1を11,000円に加算した額
（最高支給限度額は27,000円）

管理、監督の地位にある職員（局長、本局課
長、事業所長等）に対し支給
→ 職員の属する級及び管理職手当区分に応
じ　51,000円～130,000円

異

特殊な専門的知識を必要とし、かつ、採用によ
る欠員の補充について特別の事情があると認
められる職に新たに採用された職員に対して
支給

同 4,428
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円

円

 イ 電気事業

（ア)職員給与費の状況（決算）
　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含んでいません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含んでいません。

      ２　職員数は、令和３年３月３１日現在の人数です。

（イ)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和3年4月1日現在）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。

平　均　年　齢 基本給

手　当　名 内容及び支給単価

区　　分
　　計　　Ｂ

％

1,391,639

職員給与費 総費用に占める

　　　　　　区　　分

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

千円 千円

千円 千円

409,305 29.4 30.1

元年度の総費用に占

人 　　　　　千円 千円

　質収支 職員給与費比率

294,886

給与費　　  B/A

２年度
千円

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

２年度
　　　　千円 ％

区　　分

総費用 純損益又は実

一般行政職
の 制度 と異
な る 内 容

支給実績

671,550

管理職員特別勤務
手当

－

平均月収額

山 口 県 44.0 歳 341,358 円

45 183,247 55,567 75,802 314,616 6,991

管理職手当受給職員等が、臨時又は緊急の
必要により週休日等に勤務した場合に支給
＜週休日等＞
　 勤務１回につき4,000～12,000円
　（６時間超勤務：150/100 を乗じた額）
＜週休日等以外の日(午前0時から午前5時)＞
　 勤務１回につき2,000～6,000円

同

宿日直手当
宿日直勤務をした職員に対し支給
→ 勤務の内容に応じ4,400～7,400円

同 20,147 千円

夜間勤務手当
正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の25％

同 －

休日勤務手当

祝日法による休日等又は年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時間として勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の35％増の額

同 － －

支給職員１人当た

り平均支給年額

（令和2年度決算）

一般行政職の
制度との異同

（令和2年度決算）

571,999 円

9 千円 8,500
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（ウ)職員の手当の状況

　ａ 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（2年度支給割合） （2年度支給割合）

　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15、25％ ・管理職加算 15、25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　ｂ 退職手当（令和3年4月1日現在）

勤続２０年 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算) 　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

　　　平均額です。

　ｃ 地域手当（令和3年4月1日現在）

千円

　　円

％ 人 ％

　ｄ 特殊勤務手当（令和3年4月1日現在）

千円

％

種類

山 口 県 （ 電 気 事 業 ）

日額　650円

手当の名称

24.586875

（支給率） 自己都合   応募認定・定年 （支給率）   自己都合

39.7575月分 47.709

47.709月分 47.709 47.709月分 47.709

主な支給対象業務
支給実績

（2年度）決算
左記職員に対する支給単価

右の業務を行った職員
特別高圧、高圧の活線作業、活線近接
作業、高所作業又は深所作業等の業務

１時間　120～130円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和2年度）

(0.90) (1.45)

  応募認定・定年

847 千円

日額　480～730円
(日没から日出間は50%加算)

主な支給対象職員

19.6695月分

土木建築工事等の施行に伴う土地等の
取得、使用、損失の補償のための交渉業
務

24.586875

28.0395月分 33.27075 28.0395月分 33.27075

39.7575月分 47.709

山 口 県 （ 電 気 事 業 ） 山 口 県

１人当たり平均支給額（令和2年度） １人当たり平均支給額（令和2年度）

1,684 1,724

19.6695月分

(0.90)

山 口 県

2.55 1.90 2.55 1.90

(1.45)

55.6

手当の種類 4

   円

利水業務手当

危険作業手当

用地交渉手当

感染症防疫等
業務手当

右の業務を行った職員
家畜伝染病発生時の伝染性疾病に感染
した動物の取扱等の業務

日額　300～4,000円

0.15

支給対象地域（職種） 支給率 支給対象職員数

山口県内に在勤する職員 0.15 45

一般行政職の制度（支給率）

292

6,499

右の業務を行った職員

- 23,136 2,787 21,978

支給実績（令和2年度決算） 847

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 33,878

支給実績（令和2年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算）

（注）　山口県（電気事業）の退職手当の1人当たり平均支給額は、過去３年間に退職した職員に支給された

事故又は災害が発生した現場施設で行う
応急作業等

右の業務を行った職員
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　ｅ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の

　　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

　　 ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。　　

　ｆ その他の手当（令和3年4月1日現在）  

円

千円

同

【交通機関利用】
(1) １箇月当たりの運賃の額が70,000円以下
→ 定期券又は回数券の価額
（最も経済的かつ合理的なもの）

同 10,113

円

特地勤務手当 －

－ －

通勤手当

初任給調整手当

特殊な専門的知識を必要とし、かつ、採用によ
る欠員の補充について特別の事情があると認
められる職に新たに採用された職員に対して
支給

同 － －

異動によりやむを得ず単身で生活することと
なった職員に対して支給
→ 基礎額30,000円に職員の住居から家族の
住居までの距離に応じて最高70,000円を加算

同単身赴任手当

5,016 千円

410

管理、監督の地位にある職員（局長、本局課
長、事業所長等）に対し支給
→ 職員の属する級及び管理職手当区分に応
じ　51,000円～130,000円

278,656
(2) 家賃が月額23,000円超
→ 家賃の月額と23,000円との差額の
2分の1を11,000円に加算した額
（最高支給限度額は27,000円）

【配偶者等が居住する借家】
職員が自ら居住する場合の借家に係る手当額
の2分の1に相当する額

住居手当

【職員が自ら居住する借家】
(1) 家賃が月額23,000円以下
→ 家賃の月額から12,000円を控除した額

（令和2年度決算）

797,143

支給実績

同

支給職員１人当た

円(2) 満22歳年度末までの子：10,000円

(3) その他の扶養親族：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

離島その他の生活の著しく不便な地域に勤務
する職員に対し支給

－

手　当　名 内容及び支給単価 （令和2年度決算） り平均支給年額

15,153

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

管理職手当

6,305 千円 252,200同

259,310 円

(2) １箇月当たりの運賃の額が70,000円超
→ 70,000円を超える額の2分の1に70,000円を
加算した額

【自動車等使用（自転車を除く）】
通勤距離が2㎞以上4㎞未満の場合2,000円、
以下距離に応じて加算
（最高支給限度額：通勤距離が98㎞以上の場
合54,500円）

一般行政職の
制度との異同

一般行政職
の 制度 と異
な る 内 容

支給実績（令和2年度決算） 14,918

異
＜手当額＞

33,000～
130,000円

5,580 千円

扶養手当

(1) 配偶者：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 403

支給実績（令和元年度決算）
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円

円

                                                   

宿日直手当

内容及び支給単価 （令和2年度決算） り平均支給年額

管理職手当受給職員等が、臨時又は緊急の
必要により週休日等に勤務した場合に支給
＜週休日等＞
　 勤務１回につき4,000～12,000円
　（６時間超勤務：150/100 を乗じた額）
＜週休日等以外の日(午前0時から午前5時)＞
　 勤務１回につき2,000～6,000円

同

支給職員１人当た

手　当　名

24 千円

－ －

休日勤務手当

祝日法による休日等又は年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時間として勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の35％増の額

－－

管理職員特別勤務
手当

一般行政職の
制度との異同

一般行政職
の 制度 と異
な る 内 容

同

同
宿日直勤務をした職員に対し支給
→ 勤務の内容に応じ4,400～7,400円

夜間勤務手当
正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の25％

同

支給実績

623,63512,473 千円

（令和2年度決算）

12,000
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４ 勤務時間その他の勤務条件

(1)一般職員の勤務時間

文章 　令和３年４月１日現在における一般職員の勤務時間及び休憩は次のとおりです。

文章

文章

(2)年次有給休暇

文章

文章

(3)特別休暇等

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

(4)介護休暇

文章

文章

文章

文章

文章

職員の妻の出産

区　　　分

１４日以内

年５日以内

７日以内

産前８週間から産後８週間

災害による住居の滅失又は損壊

選挙権その他公民としての権利行使

生理日

病気休暇

妊婦の通勤緩和

子（中学校就学前）の看護

（短期）介護休暇

8:30 17:15 12:00～13:00

３日以内

１日１時間以内

忌引

妊産婦の健康診断

５日以内（対象となる親族が２人以上いる場合は１０
日以内）

１０日以内

月３日以内

必要と認められる期間

証人等としての裁判所等への出頭

骨髄移植のための骨髄液提供

ボランティア活動

職員の結婚

職員の分べん

育児（生後１年６月に達しない子）

付与日数

開始時刻 終了時刻 休憩時間

　　 に定めています。　

一週間の勤務時間

38時間45分

５日以内

取得者数

災害による交通遮断等

12.6日

9人

11人

療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必要最低限の期間

不妊治療 ６日以内

男性職員の育児参加

必要と認められる期間

特別休暇

１日

１日２回、各４５分以内

父母、配偶者、子の祭日

区分

　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷又は老齢により介護をするため勤務しないことが相当であると認
められる場合は、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（指定期間）で取得することが
可能です。
　令和２年度の介護休暇の取得状況は次のとおりです。

妊娠障害

５日以内（対象となる子が２人以上いる場合は１０日
以内）

  年次有給休暇は、一年ごとに２０日付与され、残日数は２０日を上限として翌年に繰り越すことができます。
　令和2年の年次有給休暇の取得状況は次のとおりです。

（注）　小中学校職員を除く。

男性職員

女性職員

計

2人

（注）　公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要のある職員の勤務時間については、各任命権者が別

　負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産など条例や規則で定める事由に該当する場合には、特別休暇
等を付与しています。

７日以内

必要と認められる期間

令和2年 平均使用日数
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(5)介護時間

(6)子育て支援部分休暇

1人

取得者数

計

　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷又は老齢により介護をするため勤務しないことが相当であると認
められる場合は、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内において、１日を通
じ、２時間の範囲内で取得することが可能です。
　　　令和２年度の介護時間の取得状況は次のとおりです。

19人

男性職員 2人

女性職員

計 3人

区分

女性職員 17人

2人

　職員が小学校（第１学年から第３学年までに限る。）に就学している子を養育するため勤務しないことが相当であると
認められる場合は、１日を通じ、２時間の範囲内で取得することが可能です。
　令和２年度の子育て支援部分休暇の取得状況は次のとおりです。

男性職員

取得者数区分
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５ 職員の休業の状況 

(1)自己啓発等休業

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

(2)育児休業等

(3)配偶者同行休業

　職員が３歳に満たない子を養育するため、当該子が３歳に達する日まで、育児のために休業等をすることが認められる
制度です。
　令和２年度の育児休業及び部分休業の取得状況は次のとおりです。

335人　　　　　 13人　　　　　

310人　　　　　 128人　　　　　

（注）　上段は、令和２年度に新たに配偶者同行休業を取得した者、下段は配偶者同行休業の期間が令和元年
　　　度から令和２年度にかけて引き続いている者の数です。

女性職員

計

部分休業取得者数

3人　　　　　

1人　　　　　

266人　　　　　

女性職員

0人　　　　　

1人　　　　　

0人　　　　　

0人　　　　　

　公務の運営に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときに、大学等
課程の履修又は国際貢献活動のための休業をすることが認められる制度です。
　令和２年度の自己啓発等休業の取得状況は次のとおりです。

　公務の運営に支障がないと認められる場合に、職員が外国で勤務等をする配偶者に同行するため、休業をすることが認
められる制度です。
　令和２年度の配偶者同行休業の取得状況は次のとおりです。

取得者数

0人　　　　　

1人　　　　　

2人　　　　　

うち国際貢献活動

0人　　　　　

123人　　　　　

2人　　　　　

0人　　　　　

1人　　　　　

（注）　上段は、令和２年度に新たに自己啓発等休業を取得した者、下段は自己啓発等休業の期間が令和元年
　　　度から令和２年度にかけて引き続いている者の数です。

0人　　　　　

0人　　　　　

2人　　　　　

育児休業取得者数

計

男性職員
44人　　　　　 5人　　　　　

2人　　　　　 0人　　　　　

女性職員

337人　　　　　 13人　　　　　

0人　　　　　

0人　　　　　

0人　　　　　

（注）　上段は、令和２年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段は育児休業（部分休業）の期間が令和元年
　　　度から令和２年度にかけて引き続いている者の数です。

取得者数 うち大学等課程の履修

1人　　　　　
男性職員

計
0人　　　　　

2人　　　　　

2人　　　　　

男性職員

0人　　　　　
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６ 分限及び懲戒処分の状況 

(1)分限処分者数

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

(2)懲戒処分者数

文章

文章

文章

文章

文章

文章

休　職

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の
あった場合

降　任

合　　計

1人

2人

270人

合　計

1人

1人

免　職

職務上の義務に違反し又は職務を怠った
場合

269人

　分限処分とは、勤務実績が良くない場合、心身の故障の場合、又はその職に必要な適格性を欠く場合等の一定の
事由がある場合、地方公務員法第２８条の規定に基づき、休職等の処分をすることです。
　令和２年度の分限処分の状況は、次のとおりです。

心身の故障の場合 269人

勤務実績が良くない場合

合　計

7人

1人 1人

269人

免職

3人

1人

1人 3人 2人 4人 10人

1人

降　給

1人 2人

1人

戒告 減給 停職

　懲戒処分とは、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し若しくは職務を怠った場合、又は全体の奉仕者たるに
ふさわしくない非行のあった場合、地方公務員法第２９条の規定に基づき、戒告、減給、停職又は免職の処分をする
ことです。
　令和２年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　処分の種類
 処分事由

　　　　　　　　　　　　　　　 処分の種類
　処分事由

法令に違反した場合

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減少により廃
職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定める事由による場合

合　　計

26



７ 服務の状況 

(1)職務に専念する義務の免除

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

(2)営利企業等への従事許可

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

ア　研修を受ける場合

イ　厚生に関する計画の実施に参加する場合

  (ｷ)　国又は地方公共団体の機関、学校その他の団体から委嘱を受けて、講演講義等をする場合

  (ｸ)　職務上の教養に資する講演会又は講習会に出席する場合

  (ｹ)　新採用及び転勤のために旅行する場合

  (ｶ)　職務に関し、国又は他の地方公共団体若しくはその他の公益団体の職を兼ね、その職に属す
　　 る事務を行う場合

  (ｻ)　人事委員会が特に認めた場合

  (ｲ)　地方公務員災害補償法第５１条第２項の規定により審査請求若しくは再審査請求をし、又は同
　　 法第６０条第１項の規定により出頭する場合

  (ｳ)　地方公務員法第４６条の規定により勤務条件に関する措置の要求をし、又は同法第４９条の２
　　 第１項の規定により不利益処分に関する審査請求をする場合

  (ｴ)　地方公務員法第５５条第１１項の規定により、当局に対して不満を表明し、又は意見を申し出る
　　 場合

  (ｵ)　教育公務員特例法第１７条第１項の規定により、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関す
　　 る他の事業若しくは事務を行う場合

ウ　その他特に任命権者又はその委任を受けた者の承認を得た場合

エ　人事委員会が定める場合

　(ｱ)　在勤庁の事務又は事業運営上の必要に基づき、事務又は事業の全部又は一部を停止した場
　　 合

職務に専念する義務の免除が認められる場合

　職員は、地方公務員法第３５条に基づき、職務に専念する義務を有していますが、条例及び規則により、次の場合
においては、当該義務が免除されます。

　職員は、地方公務員法第３８条に基づき営利企業等への従事が制限されていますが、人事委員会規則に定める許
可基準を満たし、かつ任命権者の許可を受けた場合には、営利企業等に従事することができます。

許　可　の　基　準

次のいずれにも該当する場合

ア　職務の遂行に支障を及ぼすおそれがないもの

イ　当該職員の職との間に特別の利害関係がなく、又はその発生のおそれがないもの

ウ　公務員としての信用を傷つけるおそれがないもの

エ　その他法の精神に反しないと認められるもの

  (ｺ)　職務上必要な試験を受験する場合
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８ 退職管理の状況

(1)再就職に関する規制等

1）元職員による働きかけの規制

2）再就職情報の届出

(2)退職者の再就職の状況

文章

（令和3年8月1日現在）

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

同上

（社福）恩賜財団済生会支部山口県済生会

（一財）消防試験研究センター

日本赤十字社小野田赤十字病院

事務局長

山口県支部長

（公社）山口県看護協会

（公財）やまぐち産業振興財団

（一社）山口県産業廃棄物協会

（一社）山口県浄化槽協会

国の部課長級相当職（部局長等を除く所
属長以上）の職に就いていた再就職者

全ての再就職者

　職員の退職管理の適正を確保するため、地方公務員法第38条の2及び職員の退職管理に関する条例等により、再
就職に関する規制等を実施しています。

　元職員による、離職前の職務に関する現職職員への働きかけを禁止しています。なお、退職時の職位に応じた規制
の内容は、次のとおりです。

根拠規定

県条例

R3.3.31白銀　政利

会計年度任用職員

看護栄養学部看護学科准教授

医師

代表取締役

代表理事

事務部長

R3.3.31

田平　　隆 山口県民局長

児玉　頼幸

　課長級以上（管理職手当受給者）の退職職員の再就職の状況は、以下のとおりです。

ア 知事部局等

R3.3.31

再就職先役職等
再就職
年月日

再就職先名称

専務理事

環境生活部審議監

離職前５年間の職務

在職中に自らが最終決裁権者として決定
した契約・処分

離職前５年より前に同職に就いていたとき
の職務

長の直近下位の内部組織の長（部局長
等）の職に就いていた再就職者

２年間

地方公務員法

德重　克彦 環境生活部次長

主体 期間

２年間

定めなし

新前　恵治

働きかけの禁止となる対象

西田　秀樹

R3.4.1

R3.4.1

R3.4.1

R3.3.31

R3.3.31

経営指導員

R3.4.1

R3.4.1

R3.7.27

動物愛護センター所長

原田　一生

会計年度任用職員

山口健康福祉センター所長

商工労働部長

R3.4.1

（公財）山口県生活衛生営業指導センター

税務課長

宇部県民局長

荒川　秀彦

山口県信用保証協会

R3.4.1

宮垣　弘子

（公財）山口県国際交流協会

横田　　恵

副理事長

事務局長

中本　一豊

原田　八重

R3.3.31

萩看護学校長

岩国健康福祉センター次長

周南健康福祉センター次長

周南健康福祉センター保健環境部調整監

専務理事

退職
年月日

R3.3.31

職員は、離職後２年間、営利企業等の地位に就こうとする場合、もしくは就いた場合には、任命権者に一定の事項を
届け出るものとしています。

R3.4.1

監事

特定非営利活動法人山口せわやきネットワーク　

会計年度任用職員

氏名

唐本　太郎

磯村　昭二

R3.4.1

旅券センター所長

長門健康福祉センター次長

R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

公立大学法人山口県立大学

（一財）医療情報健康財団

（有）静が浦観光センター

R3.6.19

R3.6.11

R3.6.1

酒井　恵子

福祉総合相談支援センター身体障害者相談部長

健康福祉部理事

医療政策課調整監

退職時役職名

峯野　彰夫

観光プロモーション推進室長

（一財）山口県環境保全事業団

乳幼児の育ちと学び支援センター

事務局次長

事務局長兼総務課長

R3.3.31

福田　浩治

梶間　　敏

R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

（地独）山口県立病院機構

山口県医療人材総合相談窓口

副理事長兼事務局長

商工労働部理事

周南港湾管理事務所

２年間

R3.4.1

R3.3.31

R3.3.31

R3.4.1

R3.3.31

篠原　俊明

R3.4.1

R3.5.1

R3.4.1

R3.4.1
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№

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

R3.4.1

山口農林水産事務所農村整備部長

美祢農林水産事務所長

参与

農林水産部審議監

R3.4.1

R3.3.31

周南農林水産事務所農業部長

R3.4.1

山口県漁港漁場協会

R3.4.1

R3.4.1

（一社）山口県配合飼料価格安定基金協会

技術部長

R3.4.1

山口農林水産事務所次長

（公財）やまぐち農林振興公社

常務理事

総務課主任

常務取締役

理事長

R3.3.31

R3.4.1

日本ファブテック（株）

（社福）山口県社会福祉協議会

漁港漁場整備課長

土木建築部長

岩国土木建築事務所長

柳井土木建築事務所次長

綜合設備管理（株）

R2.10.1

R3.4.1福祉研修部主任

総務部会員支援課事業調整監

建設農林部農林課主幹

参事兼事業部長

R3.3.31

農林総合技術センター所長

R3.4.1

R3.4.1

長門農林水産事務所農村整備部長

R3.4.1

R3.4.2

R3.4.1

人事課長

館長

R3.4.1

R3.4.1

R3.4.1

氏名 退職時役職名

R2.3.31

（社福）山口県社会福祉事業団

営業部長

専務理事

R3.4.1

R3.4.1

農地中間管理事業部農地集積推進室長

書記

三原　　忍

石﨑　泰之

退職
年月日

再就職先名称 再就職先役職等
再就職
年月日

R3.4.1

R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

R2.3.31

（一財）山口県施設管理財団

西村　幸一

坂井　崇人

R3.4.1

（公財）山口きらめき財団

山口県農業協同組合

阿武　良一

石井　俊昭

県史編さん室次長

福永　徹司

R3.3.31

R3.3.31

（公社）山口県畜産振興協会

（公財）やまぐち農林振興公社島谷　雅治

深田　佳作

周南農林水産事務所長

岩井　浩昭

村田　　誠

木安　和夫

永冨　一彦

岡本　　操

R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

池田　浩明

金子　省一

宇部土木建築事務所次長

宇部港湾管理事務所長

菅野ダム管理事務所長

R3.3.31

R3.3.31

山口県土地改良事業団連合会

美祢市

（株）坂本建設コンサルタント

（公財）やまぐち農林振興公社

R3.3.31

R3.3.31

吉岡　達也 議会事務局次長

農林水産部理事

R3.3.31

萩美術館・浦上記念館副館長

三宅　俊三 畜産振興課長

松永　茂樹

公立大学法人山口県立大学

R3.4.1

顧問

吉谷　和隆

末岡　光樹

﨑浴　勝浩

藤江　耕二

R3.3.31 日本物理探鑛（株）

R3.4.1

R3.4.1

日本赤十字社山口赤十字病院事務部

岐阜県現代陶芸美術館

田村　尚志

農林総合技術センター畜産技術部長

農林総合技術センター林業技術部長　

森林整備課長

運営マネージャー

渡邉　隆之 監査委員事務局長 R3.3.31

業務部長

森林部アドバイザー兼森林経営管理制度支援室長

秋吉台国際芸術村村長

営農企画課嘱託

（一財）山口県建設技術センター

山下　敏彦

R3.3.31 サントリーパブリシティサービス（株）

事業管理室長

事務局施設支援課長

技術参与

専務理事

（公財）やまぐち産業振興財団

R3.3.31

山口宇部空港事務所長

住宅課副課長

労働委員会事務局次長

西部利水事務所長

阿部　雅昭

（株）オオバ山口営業所

R3.3.31

R3.4.1

理事 R3.4.1

山口県森林組合連合会

R3.3.31

村岡　和彦

水津　成秀 R3.3.31 （地独）山口県立病院機構県立総合医療センター　

水産研究センター次長

山口県土地改良事業団体連合会

農地中間管理事業部長R3.3.31 （公財）やまぐち農林振興公社

R3.4.1

R3.3.31 綜合病院山口赤十字病院 事務部長 R3.4.1

R3.4.1

R3.3.31

R3.3.31
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（令和3年8月1日現在）

№

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

（令和3年8月1日現在）

№

60

61

62

63

64

65

66

67

68

繁吉　健志

専務理事

宮本　真雄

再就職先役職等

(社福)山口県社会福祉事業団　たちばな園

河村　志郎 R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

R3.3.31

教授

教授

大津緑洋高等学校長

事務局長

所長

イ 教育委員会

氏名

林　泰則 警務部参事 R3.3.31 あいおいニッセイ同和損害保険(株)山口支店

木村　貴志

退職時役職名

協伸産業（株）

R3.3.31 学校法人 宇部学園　山口学芸大学

R3.3.31

原田　治幸

渡邉　義明

小野田高等学校長土井　浩

R3.3.31

学校法人 河野学園　下関短期大学

山口県遊技業協同組合

ウ 警察本部

氏名

経理部長

顧問 R3.4.1

警務部参事 R2.3.31 山口県自家用自動車協会

警備防災課長

伊勢嶋　満良

R3.4.1

管理者

R3.4.1

R3.3.31 （一財）山口県交通安全協会

R3.4.1

長尾　安文 警察学校長 R3.3.31 山口県防犯連合会 専務理事

藤田　健治 長門警察署長 R3.3.31 （株）たいよう共済山口支店

R3.3.31

吉田　和彦

R3.4.1

小串警察署長 R3.3.31 下関自動車学校

黒瀬　巌 山口南警察署副署長

網永　浩之

R3.4.1

R3.4.1

R3.4.1

再就職
年月日

藤本　和久 長府警察署長

山口南総合支援学校長

岩国高等学校事務長

R3.4.1

副教育長

徳山高等学校長

山口中央高等学校長

宇部中央高等学校長

再就職先名称

末長　正美

R3.3.31 （公財）山口県ひとづくり財団　奨学センター 主査 R3.4.1

事業部長 R3.4.1

再就職先役職等

R3.4.1

R3.4.1

（公財）山口県ひとづくり財団　山口県スポーツ交流村 事務長

副支店長

R3.4.1

豊浦高等学校長

R3.4.1

R3.4.1

山口県教育委員会

山口県産業教育振興会 

（公財）山口県ひとづくり財団　奨学センター

公立学校法人 山陽小野田市立山口東京理科大学

R3.4.1

R3.3.31

退職時役職名

警務部参事官兼総務課長

生活安全部参事官兼生活安全企画課長 R3.3.31 山口トヨペット株式会社 －

R3.3.31 総務課長

退職
年月日

再就職先名称

R3.4.1

学校法人 河野学園　下関短期大学

山口県立光高等学校

再就職
年月日

退職
年月日

R3.4.1

R3.4.1

教授

非常勤講師

椎原　伸彦

開地　元典 入試広報課長

山口図書館副館長

岩国高等学校長 R3.3.31

河村　祐二

河口　郁史

教育長
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９ 職員の研修の状況

(1)研修の状況

文章 　職員の勤務能率の発揮及び増進を図るため、積極的に各種研修に取り組んでいます。

 ア 一般行政職員

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

 イ 教職員

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

（注）派遣研修は実人数、その他は延べ実数です。

人数

合　　　　　計

研　　　　修　　　　名

一般研修
　新規採用職員、主事級、主任主事級等

パワーアップ研修
　予算編成実務、危機管理実務、クレーム対応、政策法務、コーチング、民法等

派遣研修等
  大学院、日本人学校、民間企業等

1,628人

133日 2,626人

293人

51回

605人

64人

32回

サポート研修
　地域接遇、女性職員キャリアデザイン講座等

派遣研修
　中央省庁、他の地方公共団体、自治大学校、民間企業等

合　　　　　計

回数

8回

9,217人

日数

11回

人数

417人

26人

1,112人

75日 4,670人

　地方自治体を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中で、「元気で存在感のある県づくり」を積極的に進めていく
ために、職員一人ひとりの意識改革と職員の自主的・主体的な能力開発を推進する必要があることから、「山口県人
材育成基本方針」を踏まえ、積極的に職員の研修を行っています。
　令和２年度には、次のとおり研修を実施しました。

　今後とも急激な変化が続くことが予想されるこれからの社会において必要となる子どもたちの生涯にわたって学び続
ける力の育成に向け、学校教育の直接の担い手である教職員の資質能力の向上を図る必要があることから、教職員
一人ひとりの適性・能力やキャリアステージのそれぞれの段階に応じた計画的・継続的な研修を実施しています。
　令和２年度には、次のとおり研修を実施しました。

49日
希望研修
　経験者、管理職、教科、教育相談、情報教育、特別支援教育、専門職務、社会教育
等

研　　　　修　　　　名

基本研修
　初任者・新採・新任、経験者、管理職、特別支援教育

支援研修
　サテライト、スキルアップ
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 ウ 警察本部

文章

文章

文章

文章

文章

文章 合　　　　　計

2期
昇任時教養
　巡査部長任用科、警部補任用科

737人

257人

人数

6期

専科等教養
　部門別任用科、専科

26人

29期

期数研　　　　修　　　　名

37期

　警察職員が、警察法の精神にのっとり、民主警察の本質と警察の責務とを自覚し、人格を磨き、学術を修め、実力を
養い、もって公正明朗且つ能率的に職務を遂行し得るよう教養することを目的に研修を実施しています。
　令和２年度には、次のとおり研修を実施しました。

454人

採用時教養
　初任科、初任補修科、一般職員初任科
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１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況

(1）保健の状況

文章

 ア 労働安全衛生管理 　

文章 　令和２年度の安全衛生委員会等の設置状況は、次のとおりです。

文章

文章

文章

文章

 イ 健康管理 　

文章 　令和２年度の検診受診状況は、次のとおりです。

文章

文章

文章

文章

文章

文章

文章

 ウ 作業環境管理

文章 令和２年度の作業環境測定結果は、次のとおりです。

文章

文章

（注）知事部局のみ

(2)福利厚生の状況

文章

 ア 元気回復事業

文章

文章

文章

文章 －

－

特定化学物質、有機溶剤、粉じん

検査内容

胸部エックス線撮影、血液検査
ほか

－

教育委員会

安全衛生委員会

6所属

知事部局等 備考

衛生委員会区分

警察本部

3,560人　対象者

－

11所属

職員球技大会
その他元気回復事業等

区分

知事部局等

  地方公務員法（昭和25年法律第261号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）、山口県職員健康管理規程（昭
和50年山口県訓令第２号）等の規定に基づき、労働安全衛生体制のもと、快適な作業環境の整備、職員の安全と健
康の確保など労働安全衛生管理に努めています。
  (注)小中学校教職員を除く。

受診者

2,715人　

441人　

445人　

3,496人　

1,571人　

850人　

267人　

103人　

3,505人　

2,001人　

2,100人　

242人　

4,958人　

92人　

2,609人　

がん検診
（任意）

所属数

26 46

結果

すべて適切である

教育委員会

49所属

警察本部 － 20所属

－ －

定期健康
診断(法定)

県・共済

4,971人　3,527人　

知事部局等

教育委員会

　地方公務員法の規定に基づき、職員の元気回復等の事業を計画的に実施するとともに、地方公務員等共済組合
法（昭和37年法律第152号）等の規定に基づき地方職員共済組合等が実施する医療給付、年金給付等の諸事業に
対して法令等に基づき経費負担するなど、職員の福利厚生を図っています。
  (注)教育委員会については、県立学校・事務局の他、小中学校・県立大学等を含む。

警察本部

実施機関

ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ、ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙなど６種目
部局又は各地域単位で実施

区分

胃がん

大腸がん

子宮がん

乳がん

－

概要事業名

作業場数
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 イ 地方職員共済組合等に対する負担金・補助金

文章

文章

文章

文章

文章

(3)公務災害補償

文章

文章

文章

文章

文章

（注）小中学校教職員を含みます。

計

短期・長期負担金等

短期・長期負担金等

知事部局等
健康保持・疾病予防事業への補助等共済組合への補助金

共済組合への負担金

概要

短期・長期負担金等

40件　

教育委員会 143件　

36件　

16,836,805千円

区分

教育委員会

1件　 41件　

知事部局等

警察本部

1件　

警察本部

28件　 8件　

共済組合への負担金

  地方公務員法、地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の規定に基づき、公務災害（公務執行に起因し
て発生した負傷、疾病、障害、死亡等）、通勤災害に対して地方公務員災害補償基金が給付等を行っています。
　令和２年度認定件数は、次のとおりです。

142件　

通勤災害区分 公務災害

476千円

4,698,124千円

項目

共済組合への負担金 5,045,840千円

金額
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１１ 特定事業主行動計画に基づく措置の実施状況

(1)知事部局等

 ア 取組状況　

（ア)山口県庁こども参観デーの実施

文章 新型コロナウイルスの影響で、R2年度は実施しませんでした。

（イ)各種制度の周知

文章

（ウ)時間外勤務の縮減

文章

 イ 数値目標に対する実績

（ア)男性職員の育児休業取得率

文章

文章

文章

※ 対象者数はR2年度中に新たに育児休業取得可能となった職員

（イ)子ども出生時の男性職員の５日間以上の休暇取得率

文章

文章

文章

（小・中学校を除く。）

（ウ)年次有給休暇の取得率

文章

文章

（小・中学校を除く。）

75名

取得率

30％

取得率

24.0%

取得者数/対象者数

18名/ 100.0% 31名/

　各種の子育て支援制度や育児休業経験者の体験談をまとめたハンドブックをイントラネットに掲載し周知を図りまし
た。

　毎月の『全庁一斉ノー残業デー』など、各種取組の徹底を図りました。

目標値
(R3年度末)

72％

　男性職員について、子どもの出生時には「配偶者の出産補助休暇（３日）」を積極的に取得するとともに、２日間の年
次有給休暇を合わせて、５日間の休暇を取得するよう、意識啓発等に努めた。

目標値(R3年度末)

100％

目標値（R3年度末)

（14.4日）

31名

取得者数/対象者数

≪参考≫女性職員の育児休業取得状況

75％ （15日）

取得率

90.67％

取得率
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(2)教育委員会

 ア 取組状況　

（ア)各種制度の周知

文章

（イ)時間外勤務の縮減

文章

 イ 数値目標に対する実績

（ア)男性職員の育児休業取得率

文章

文章

文章

※　対象者数はR2年度中に新たに育児休業取得可能となった職員（小・中学校を除く。）

（イ)子ども出生時の男性職員の５日間以上の休暇取得率

文章

文章

文章

※　小・中学校を除く

（ウ)年次有給休暇の取得率

文章

文章

※　小・中学校を除く

4.7% 2名/ 43名 100.0% 32名/13％

　男性職員について、子どもの出生時には「配偶者の出産補助休暇（３日）」や「男性職員の育児参加休暇（５日）」を
積極的に取得するとともに、年次有給休暇を合わせて取得し、５日間の休暇を取得するよう、意識啓発等に努めまし
た。

32名

　各種の子育て支援制度をまとめたリーフレットを発行し、子どもとふれあう機会の充実を図るなどの意識啓発に努め
ました。

　毎月の『全庁一斉ノー残業デー』の取組の徹底を図りました。

目標値
(R6年度末)

取得率 取得者数/対象者数
≪参考≫女性職員の育児休業取得状況

取得率 取得者数/対象者数

目標値(R6年度末) 取得率

75％ （15日） 53％ （10.6日）

取得率

80％

目標値(R6年度末)

30.2％
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(3)警察本部

 ア 取組状況　

（ア)育児休業を取得する職員の円滑な職場復帰の支援

文章

（イ)男性職員の育児参加の促進

（ウ)休暇の取得促進

文章

 イ 数値目標に対する実績

（ア)男性職員の育児休業取得率

文章

文章

文章

※ 対象者数は元年度中に新たに育児休業取得可能となった職員

（イ)子ども出生時の男性職員の出産補助休暇の取得率

文章

文章

文章

（ウ)年次有給休暇の取得率

文章

文章 12日以上 （年休20日間中）

目標値
(R4年度末)

取得率 取得者数/対象者数
≪参考≫女性職員の育児休業取得状況

取得率 取得者数/対象者数

10％ 12.2% 18名/ 147名

　育児休業前及び職場復帰前の個別面談への部内配偶者の夫の同席や新婚の男性職員に対するダイレクト
メールの送信により、男性の育児休業、出産補助休暇、育児参加休暇等の両立支援制度に関する周知を図
り、その活用を促進しました。

97% 36名/ 37名

14.4日

取得率

80％ 92.5％

目標値(R4年度末) 平均取得日数

　育児休業を取得する職員が円滑に職場復帰できるよう、直近の上司等による育児休業前及び職場復帰前
の個別面談や職場復帰研修を実施したほか、育児休業中に上司や身近な同僚等との電話連絡を行い、必要
な情報の提供や要望の確認、助言・指導を実施し、職場復帰に向けた支援を図りました。

　休暇取得奨励期間を設定して、職員の年次有給休暇の取得を促進したほか、誕生日、結婚記念日、子供
の入学（卒業）式等に取得できる「記念日休暇」等のＹＰ休暇の取得を促進しました。

  子どもの出生時における父親の特別休暇（出産補助休暇や育児参加休暇）について周知するとともに、男性職員に
対し、「配偶者の出産補助休暇（３日）」の積極的取得を奨励しました。

目標値(R4年度末)
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有効受験者数Ａ 合格者 有効受験者数 最終合格者B

331 260 127 121 86 3.0

19 13 10 9 4 3.3

14 14 10 9 5 2.8

7 5 4 4 3 1.7

23 11 8 8 8 1.4

5 4 4 3 3 1.3

14 13 12 12 10 1.3

2 1 1 1 1 1.0

1 1 1 1 1 1.0

1 1 1 1 1 1.0

5 5 3 3 2 2.5

7 4 3 2 1 4.0

15 11 5 5 3 3.7

2 2 2 2 2 1.0

12 7 5 4 4 1.8

458 352 196 185 134 2.6

201 85 19 17 11 7.7

201 85 19 17 11 7.7

87 54 9 8 3 18.0

21 18 8 8 4 4.5

16 14 6 5 2 7.0

124 86 23 21 9 9.6

98 80 21 20 13 6.2

46 39 17 17 8 4.9

14 12 9 9 7 1.7

2 2 2 2 2 1.0

4 2 2 2 2 1.0

4 1 1 1 1 1.0

154 128 56 55 26 4.9

322 264 108 106 59 4.5

316 237 18 18 12 19.8

145 113 13 13 3 37.7

461 350 31 31 15 23.3

15 14 14 14 13 1.1

15 14 14 14 13 1.1

228 177 162 115 65 2.7

一般 107 40 37 29 13 3.1

武道指導 2 2 2 2 1 2.0

246 183 149 130 52 3.5

58 43 40 18 14 3.1

33 14 12 9 3 4.7

82 58 43 38 14 4.1

756 517 445 341 162 3.2
2,337 1,668 836 715 403 4.1合　　　　計

警　察　官

男性(A)
第2回

男性（Ｂ）

女性（Ａ）第1回

女性（Ａ）第2回

女性（Ｂ）

計

高校卒業程度

就職氷河期世
代

小・中学校事務

計

医　療　系

警察事務

林　　業

電　　気

建　　築

土　　木

建　　築

農　　業

農業土木

計

水　　産

化　　学

衛生薬学

機　　械

計

行　　政

大学卒業程度

大学卒業程度
（ﾁｬﾚﾝｼﾞ型）

社会人経験者

男性（A）第1回

行　　政

社会福祉（一般）

保 健 師

計

小・中学校事務

計

事    務

計

事    務

衛生監視

土　　木

Ⅱ　山口県人事委員会の業務の状況

林　　業

畜　　産

１　職員の競争試験及び採用選考の状況

(１)　職員の競争試験の状況（令和２年度）

試験区分 試験職種等 申込者
第一次試験 第二次試験

競争倍率（Ａ／Ｂ）

行　　政

警察行政

社会福祉（一般）

社会福祉（心理）

土　　木
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給料表 職務の級 知事部局等 教育委員会 警察本部 計
9
8
7 3 3
6 3 7 1 11
5 2 2
4 32 2 34
3 77 1 78
2 14 14
1 15 1 16
9
8 1 1
7 5 5
6 5 5
5 2 2
4 7 7
3 6 6
2 1 1
1
6
5
4
3
2
1
5 1 1
4
3
2
1 1 1
4
3 1 1
2
1 7 7
7
6
5
4
3
2
1
7
6
5
4
3
2
1
4
3
2 1 1
1
4 1 1
3
2 7 7
1

153 20 31 204

医療職(一）

医療職(二）

計

医療職(三）

教育職(一)

教育職(二)

(２)　採用選考の状況(令和２年度)

行政職

公安職

海事職

研究職
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２ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の概要 

 

  本委員会は、令和２年１０月２８日及び同年１１月５日に、議会及び知事に対し、地

方公務員法第８条、第１４条及び第２６条の規定に基づき、一般職の職員の給与等に関

する報告及び勧告を行いました。 

  その概要は、次のとおりです。 

  ※ １０月２８日に特別給（ボーナス）等に関する報告及び勧告を実施し、１１月５日に月例給に

関する報告を実施 

 

第１ 給与についての報告及び勧告 

１ 職員給与と民間給与との比較 

(1) 月例給（本年４月時点）  

民 間 給 与 (A) 職 員 給 与 (B) 公 民 較 差 (A)－(B) 

３６４，３５９円 ３６４，１６９円 １９０円（０．０５％） 

(2) 特別給（ボーナス） 

    ・ 民間の特別給の支給割合（昨年８月から本年７月まで） ４．４５月分 

     （職員の現行の年間支給割合は４．５０月分） 

 〔参考〕本年の人事院の勧告（１０月７日）及び報告（１０月２８日）の内容 

    ○ 月例給の改定なし 

・ 民間給与との較差（△１６４円、△０．０４％）が極めて小さく、俸給表及び諸手

当の適切な改定が困難であることから、月例給の改定は行わない。 

    ○ 特別給（ボーナス）を引下げ 

・ 特別給は、期末手当を０．０５月分引下げ（民間４．４６月、公務現行４．５０月） 

２ 本年の給与改定 

職員給与と民間給与、国家公務員給与等との比較結果及び人事院勧告の内容等を総

合的に勘案し、職員の給与について判断 

   (1) 月例給 

・ 本年の職員給与と民間給与の較差がわずかであることや人事院が月例給の改定

を行わない旨を報告したことを踏まえ、月例給の改定を行わないことが適当 

   (2) 特別給（ボーナス） 

   ・ 民間の支給割合との均衡を図るため、期末手当の年間支給割合を０．０５月分引

き下げることが必要（実施時期：改定を実施するための条例の公布日） 
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    ア 令和２年度の支給割合 

    手当の別 

支給期 
期末手当 勤勉手当 合  計 

６ 月 期 
1.30月分 

(1.10) 

0.95月分 

(1.15) 

2.25月分 

(2.25) 

１２ 月 期 
1.30→1.25 

(1.10→1.05) 

0.95 

(1.15) 

2.25→2.20 

(2.25→2.20) 

年 間 計 
2.60→2.55 

(2.20→2.15) 

1.90 

(2.30) 

4.50→4.45  

(4.50→4.45) 

        備考 (  )内は特別管理職員 

 

イ 令和３年度以降の支給割合 

    手当の別 

支給期 
期末手当 勤勉手当 合  計 

６ 月 期 
1.30→1.275月分 

(1.10→1.075) 

0.95月分 

(1.15) 

2.25→2.225月分 

(2.25→2.225) 

１２ 月 期 
1.30→1.275 

(1.10→1.075) 

0.95 

(1.15) 

2.25→2.225 

(2.25→2.225) 

年 間 計 
2.60→2.55 

(2.20→2.15) 

1.90 

(2.30) 

4.50→4.45  

(4.50→4.45) 

        備考 (  )内は特別管理職員 

３ その他 

 （昇給制度の見直し） 

・ ５５歳を超える職員の昇給制度の在り方について、他の都道府県の動向、国におけ

る定年引上げに伴う人事評価の改善に向けた検討状況等を踏まえ、引き続き検討を

行うことが必要 

 

第２ 勤務環境の整備についての報告 

 １ 総実勤務時間の短縮 

・ 任命権者の上限時間を超えて時間外勤務を命じた要因の整理、分析及び検証の状

況等、制度の運用状況を把握し、制度が適切に運用されるよう対応 

・ 今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた対策を講じるに当たり、業

務の平準化や業務継続に必要な人員配置等の取組を継続することが必要 

・ 年次有給休暇を取得しやすい職場環境づくりを進めるとともに、職員が確実に休

暇を取得できるよう配慮することが必要 
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２ 心身両面の健康管理対策 

 ・ 病気の予防、早期発見、早期治療につながる取組を進めるとともに、組織的に総

合的なメンタルヘルス対策に取り組むことが必要 

・ 時間外勤務の縮減と併せて、職員の勤務時間の把握や長時間の時間外勤務を行っ

た職員への医師による面接指導を的確に実施していくことが必要 

３ ハラスメント対策 

 ・ 職員に対する指針等の周知や研修等を通じた意識啓発など、ハラスメントのない

職場づくりに向けた取組を一層進めていくことが必要 

 ４ 職業生活と家庭生活の両立支援 

 ・ 育児休業や介護休暇等に係る制度について、職員への周知や利用しやすい職場環

境の整備を図るなど、利用促進に向けた取組を進めていくことが必要 

・ 加速化する社会のデジタル化に対応した新しい働き方や生活を見据え、テレワー

ク等の取組を更に推進していくことが必要 

 

第３ 人事行政の運営についての報告 

 １ 高齢層職員の能力及び経験の活用 

・ 国においては、公務員の定年の引上げに向けた取組が行われており、本県におい

ても、国の動向を注視しつつ、本県の実情を踏まえた定年の引上げによる高齢層職

員の能力及び経験の活用方策について、具体的な検討を行うことが必要 

２ 人材の確保・育成等 

・ 採用試験の応募者が減少傾向にある中、試験制度の見直しやきめ細かな情報発信

など、人材の確保に向け、より実効性のある取組を進めていくことが必要 

・ 計画的かつ効果的な人材育成のため、多様な研修や長期的な人材育成の視点に立

った人事管理等が必要 

・ 女性職員の計画的な採用・登用等を進めるため、女性受験者の確保や女性職員が

政策・方針決定過程へ参画する機会の拡大などの取組を進めていくことが必要 

・ 障害者の雇用の推進に当たっては、受入体制の整備など、障害のある職員がその

能力を十分に発揮できる環境づくりを更に進めていくことが必要 

３ 能力・実績に基づく人事管理 

・ 組織の活性化や公務能率の向上を図るためには、職員の能力・実績を的確に把握

し、人事管理に適切に反映することが重要であり、人材育成の観点も踏まえ、人事

評価を適切に活用し、能力・実績に基づく人事管理を推進していくことが必要 

４ 公務員倫理  

 ・ 職員一人ひとりが県民全体の奉仕者としての使命感を持って全力で職務に取り組

み、行政に対する県民の期待と信頼に応えることが必要 
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３ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況  

 

勤務条件に関する措置要求制度は、公務員には労働協約締結権を含む団体交渉

権や争議権が認められないなど、労働基本権が制限されていることの代償の一つ

として認められたものであり、人事委員会は、職員から勤務条件に関し、適正な

行政上の措置を求める要求があった場合に、必要な審査を行った上で判定を行い、

事案の解決に当たるものです。 

令和２年度においては、新規事案、継続事案ともにありません。 

 

 

４ 職員に対する不利益な処分についての審査請求の状況 

 

不利益処分に関する審査請求は、任命権者によって懲戒処分その他の不利益処

分を受けた職員から審査請求があった場合に、人事委員会が必要な調査・審査を

行い、当該不利益処分が適法・妥当であれば、当該処分を承認し、違法・不当で

あれば、これを取り消し又は修正し、さらに必要があれば是正措置を指示する救

済制度です。 

令和２年度においては、新規事案、継続事案ともにありません。 

 

 


